
 
1 

 

 

 

 

 

 

 

 

７～９月期業況は改善するも依然として最悪水準続く 
【特別調査－新型コロナウイルスの感染拡大を受けた中小企業の対応について】 

 
このレポートは、信用金庫が全国約 16,000 の中小企業の 2020 年７～９月期の景気の現状と 2020 年 10～12 
月期の見通しを調査したものです。 
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（この天気図は、過去１年の景気指標を総合的に判断して作成したものです。） 
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〈概  況〉 

１. 20 年７～９月期（今期）の業況判断 D.I.は△48.3 と、

前期の過去最悪水準から 8.6 ポイントの改善となった。 

収益面では、前年同期比売上額判断 D.I.が△56.1 と前期

比 3.8 ポイント改善、同収益判断 D.I.は△54.6 と同 4.3 ポ

イント改善した。販売価格判断 D.I.は前期の大幅低下から

一転し△6.6 となった。人手過不足判断 D.I.は△7.2と再び

人手不足感が強まった。設備投資実施企業割合は 1.9 ポイ

ント上昇して 19.0％となった。業種別の業況判断 D.I.は全

６業種で、地域別でも全 11 地域で、それぞれ改善した。 

２. 20 年 10～12 月期（来期）の予想業況判断 D.I.は△47.1、

今期実績比 1.2 ポイントの小幅改善を見込んでいる。業種

別では全６業種中４業種で､地域別では全 11 地域中７地域

で、それぞれ改善する見通しにある。 
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～過去最悪水準から改善～ 

20 年７～９月期（今期）の業況判断 D.I.は△48.3

と、前期の過去最悪水準（△56.9）から 8.6 ポイン

トの改善となった。 

収益面では、前年同期比売上額判断 D.I.が△56.1、

前期比 3.8 ポイント改善、同収益判断 D.I.が△54.6、

同 4.3 ポイント改善となった。また、前期比売上額

判断 D.I.は△33.2、前期比 22.0 ポイント改善、同収

益判断 D.I.は△34.4、同 19.9 ポイント改善となった。 

販売価格判断 D.I.は△6.6 と、前期の大幅低下か

ら一転して前期比 5.8 ポイント上昇した。また、仕

入価格判断 D.I.はプラス 6.2 と、同 5.3 ポイント上

昇した。 

雇用面では、人手過不足判断 D.I.が△7.2（マイ

ナスは人手「不足」超、前期は△2.0）と、前期は急

速に人手不足感が緩和したものの、今期は再び不足

感が強まる方向に転じた。 

資金繰り判断 D.I.は△17.9､前期比 13.9ポイント

の大幅改善となったが、直近のピーク（2018 年４～

６月期の△4.0）には遠く及ばず厳しい水準にとどま

っている。 

また、設備投資実施企業割合は 19.0％と、前期比

1.9 ポイントの上昇となった。 

業種別の業況判断 D.I.は、全６業種で改善した。

最も改善幅が大きかったのは不動産業（13.5 ポイン

ト）で、次いで建設業（11.8 ポイント）、サービス業

（11.0 ポイント）、卸売業（8.6 ポイント）、小売業

（7.6 ポイント）の順で、最も改善幅が小さかったの

は製造業（5.0 ポイント）だった。 

また、地域別の業況判断 D.I.も、全 11 地域で改

善した。とりわけ、北海道、近畿、中国、四国の改

善幅は 10 ポイントを超え、相対的に大幅だった。一

方、最も改善幅が小さかったのは首都圏（4.6 ポイン

ト）だった。 

 

 

 

 

～小幅の改善見込み～ 

来期の予想業況判断 D.I.は△47.1、今期実績比

1.2 ポイントの小幅改善を見込んでいる。 

業種別の予想業況判断 D.I.は、全６業種中、不動

産で小幅悪化（1.3 ポイント）、建設業で横ばいが見

込まれているものの、それ以外の４業種では小幅な

改善を見込んでいる。一方、地域別では、全 11 地域

中、北海道、北陸、近畿、中国で小幅悪化が見込ま

れているものの、それ以外の７地域では小幅改善の

見通しとなっている。 
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～改善に転じる～ 

今期の業況判断 D.I.は△56.8 と、前期の過去最悪

水準（△61.8）から一転、前期比 5.0 ポイントの改

善となった。 

前年同期比売上額判断 D.I.は△63.5、前期比 0.1

ポイント改善、同収益判断 D.I.は△61.3、同 1.8 ポ

イント改善したが、いずれも小幅だった。また、前

期比売上額判断 D.I.は前期比 18.4 ポイント改善し

て△40.3、同収益判断 D.I.は同 16.3 ポイント改善し

て△41.6 と、ともに改善に転じた。 

～人手過剰感は弱まる～ 

設備投資実施企業割合は 20.4％と、前期比 1.8 ポ

イントの上昇となった。 

人手過不足判断 D.I.はプラス 4.3（前期はプラス

7.1）と、人手過剰感は弱まる方向に転じたものの、

２四半期続けての人手「過剰」超となった。 

販売価格判断 D.I.は△7.8 と、前期比 1.5 ポイン

トの上昇へ転じた。一方、原材料（仕入）価格判断

D.I.はプラス 5.3 と、前期比 3.1 ポイントの上昇へ

転じた。 

なお、資金繰り判断 D.I.は△20.2、前期比 13.2

ポイントの大幅改善ではあるが、厳しい水準からは

脱し切れていない。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

～全 22業種中、15 業種が改善～ 

業種別業況判断 D.I.は、製造業全 22 業種中、改

善 15 業種、悪化７業種とまちまちだった。 

素材型では、鉄鋼や化学など３業種が改善したも

のの、それ以外の４業種では小幅悪化した。 

部品加工型は、３業種すべてで小幅改善した。 

建設関連型では、建設金属で小幅悪化したものの、

それ以外の３業種では改善した。 

機械器具型は、電気機械と精密機械で悪化した一

方、輸送用機器と一般機械は改善と、まちまちだっ

た。 

消費財型では、全４業種で改善した。とりわけ、

食料品、衣服、玩具・スポーツの改善幅は 10 ポイン

ト超と、相対的に大幅だった。 

 

 

 
 

 

 

～小売業者型と最終需要家型で改善幅大～ 

販売先形態別の業況判断 D.I.は、いずれの形態も

改善した。とりわけ、小売業者型と最終需要家型の

改善幅は 10 ポイント超と、相対的に大幅だった。 

△ 56.8

△ 63.5

△ 61.3

△ 70

△ 60

△ 50

△ 40

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20

15. 9 16. 9 17. 9 18. 9 19. 9 20. 9

製造業 主要判断D.I.の推移

前年同期比売上額

業況

前年同期比収益

D.I.

△ 90

△ 80

△ 70

△ 60

△ 50

△ 40

△ 30

△ 20

△ 10

0

繊
維

化
学

皮
製
品

ゴ
ム

鉄
鋼

非
鉄
金
属

紙
・
パ
ル
プ

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

金
属
製
品

金
属
プ
レ
ス･

メ
ッ
キ

窯
業
・
土
石

建
設
建
築
用
金
属

木
材
・
木
製
品

家
具
・
装
備
品

一
般
機
械

電
気
機
械

輸
送
用
機
器

精
密
機
械

衣
服
そ
の
他

食
料
品

玩
具
・
ス
ポ
ー
ツ

出
版
・
印
刷

全
業
種

素材型 部品

加工型

建設

関連型

機械

器具型

消費財型 平

均

D.I.

業種別業況判断D.I.の推移

前期（2020年4－6月期） 今期（前期比上昇） 今期（前期比低下）

製造業                    回答企業 4,446企業(回答率 87.5％) 

 

景 況 

属性・規模別の状況 

業種別の状況 
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 一方、輸出主力型の業況判断 D.I.は、前期比 8.5

ポイント改善して△56.7、内需主力型も同 5.2 ポイ

ント改善して△55.8 となった。 

従業員規模別の業況判断 D.I.は、いずれの階層で

も改善した。なお、いずれの階層も改善幅は 10 ポイ

ント以下で、従業員規模別の階層による大きな差は

みられなかった。 

 

 

 

～全 11地域中、９地域が改善～ 

地域別の業況判断 D.I.は、全 11 地域中、関東と

首都圏ではさらなる悪化がみられたものの、それ以

外の９地域では改善した。最も改善幅が大きかった

のは北海道と南九州（15.4 ポイント）で、次いで四

国（12.9 ポイント）、近畿（10.5 ポイント）、中国（7.5

ポイント）の順だった。なお、マイナス幅（水準）

に着目すると、北陸（△70.5）、東海（△67.2）、東

北（△65.9）などが相対的に最も厳しい水準となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

～小幅改善の見通し～ 

来期の予想業況判断 D.I.は、今期実績比 2.6 ポイ

ント改善の△54.2 と、小幅改善を見込んでいる。 

業種別には、全 22 業種中、７業種が横ばいないし

小幅悪化を見込んでいるものの、それ以外の 15 業種

では改善を見込んでいる。 

また、地域別には、北海道など４地域で横ばいな

いし小幅悪化を見込んでいるものの、それ以外の７

地域では改善を見込んでいる。

～業況は改善～ 

 今期の業況判断 D.I.は△55.3、前期比 8.6 ポイン

トの改善となった。 

 なお、前年同期比売上額判断 D.I.は△60.7、前期

比 4.9 ポイントの改善、同収益判断 D.I.は△58.6、

同 6.1 ポイントの改善となった。 

 

 

～全 15業種中、11 業種で改善～ 

 業種別の業況判断 D.I.は、全 15 業種中、玩具など

４業種で一段と悪化したものの、それ以外の 11 業種

では改善した。一方、地域別では、北陸、四国、南

九州を除く８地域で改善した。 

 

 

～小幅改善の見通し～ 

 来期の予想業況判断 D.I.は△53.6、今期実績比 1.7

ポイントの改善を見込んでいる。業種別には、全 15

業種中、７業種で横ばいないし小幅悪化が見込まれ

ているものの、それ以外の８業種では改善見通しと

なっている。また、地域別には、全 11 地域中、東北

と関東を除く９地域で改善が見込まれている。 
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～業況は改善～ 

 今期の業況判断 D.I.は△54.8、前期比 7.6 ポイン

トの改善となった。 

 なお、前年同期比売上額判断 D.I.は△60.3、前期

比 3.9 ポイントの改善、同収益判断 D.I.は△57.4、

同 3.6 ポイントの改善となった。 

 

 

～全 13業種中、12 業種で改善～ 

 業種別の業況判断 D.I.は、全 13 業種中、書籍・文

具を除く 12 業種で改善した。とりわけ、家電では

32.0 ポイント改善し、△29.8 となった。また、地域

別では全 11 地域中、東北、首都圏を除く９地域で改

善となった。なかでも、四国が 25.5 ポイントの大幅

な改善となった。 

 

 

 

～小幅改善の見通し～ 

 来期の予想業況判断 D.I.は△54.7、今期実績比 0.1

ポイントの小幅改善を見込んでいる。 

 業種別には、全 13 業種中、飲食料品や燃料など６

業種で改善の見通しとなっている。また、地域別で

は全 11 地域中、四国で横ばい、東北、首都圏、近畿、

中国、九州北部、南九州の６地域で改善の見通しと

なっている。 

 

 

 

 

 

 

～業況は改善～ 

 今期の業況判断 D.I.は△56.7、前期比 11.0 ポイン

トの改善となった。 

 なお、前年同期比売上額判断 D.I.は△64.5、前期

比 2.1 ポイントの小幅な改善、同収益判断 D.I.は△

64.1、前期比 1.8 ポイントの小幅改善となった。 

 

 

～全８業種、全 11地域で改善～ 

 業種別の業況判断 D.I.は、全８業種で改善した。

とりわけ、物品賃貸では 15.3 ポイント改善して、△

59.1 となった。地域別では全 11 地域で改善となった。

なかでも、四国では 18.6 ポイントの大幅な改善とな

った。 

 

 

 

～小幅改善の見通し～  

来期の予想業況判断 D.I.は△54.9、今期実績比 1.8

ポイントの小幅改善を見込んでいる。 

 業種別には、全８業種中、５業種で改善の見通し

となっている。また、地域別では全 11 地域中、６地

域で改善の見通しとなっている。 
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サービス業                   回答企業 1,804企業(回答率 94.9％) 
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～業況は改善～ 

今期の業況判断 D.I.は△20.6、前期比 11.8 ポイン

トの改善となった。 

なお、前年同期比売上額判断 D.I.は△34.4、前期

比 7.9 ポイント改善し、同収益判断 D.I.は△34.1、

同 8.3 ポイントの改善となった。 

 

 

～全４請負先で改善～ 

 業況判断 D.I.を請負先別でみると、全４請負先で

改善となった。とりわけ、個人では△34.8、前期比

15.9 ポイントの改善となった。 

 地域別では全 11 地域で改善となった。中でも、中

国では△12.6 と前期比 25.3 ポイントの大幅改善と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

～低下の見通し～ 

～横ばいの見通し～ 

 来期の予想業況判断 D.I.は△20.6と今期実績比横

ばいを見込んでいる。 

 請負先別では、全４請負先中、官公庁を除く３請

負先で改善、地域別には全 11 地域中、東北、関東、

首都圏、四国、九州北部、南九州の６地域で改善の

見通しとなっている。 

 

 

 

 

 

 

～業況は改善～ 

 今期の業況判断 D.I.は△30.2、前期比 13.5 ポイン

トの改善となった。 

 なお、前年同期比売上額判断 D.I.は△38.8、前期

比 10.2 ポイントの改善、同収益判断 D.I.は△40.2、

同 7.5 ポイントの改善となった。 

 

 

 

～全 11地域中、10 地域で改善～ 

業況判断 D.I.を業種別でみると、貸事務所・土地

賃貸を除く、４業種で改善した。とりわけ、建売で

は 22.3 ポイントの大幅な改善となった。 

地域別では、全 11 地域中、北陸を除く 10 地域で

改善となった。なかでも、四国では 31.4 ポイントの

大幅な改善となった。 

～悪化の見通し～ 

 来期の予想業況判断 D.I.は△31.5、今期実績比 1.3

ポイントの悪化と業種別で唯一悪化を見込んでいる。 

 業種別では、全５業種中、建売、仲介を除く３業

種で改善、地域別では全 11 地域中、東海で横ばい、

関東、北陸、四国、九州北部、南九州の５地域で改

善の見通しとなっている。 

 

不動産業
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建設業 主要判断D.I.の推移

前年同期比売上額

業況

前年同期比収益

D.I.
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不動産業 主要判断D.I.の推移

前年同期比売上額 業況

前年同期比収益

D.I.

建設業                    回答企業 2,173企業(回答率 91.8％) 
 

景 況 

請負先・地域別の状況 

来期の見通し 

不動産業                  回答企業 1,139 企業(回答率 92.7％) 
 
景 況 

業種・地域別の状況 

来期の見通し 
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（備考）最大３つまで複数回答 

 

 

売上高がコロナ前の水準に回復する時期を、いつご

ろと見込んでいるかについては、「わからない（31.1％）」

が最も高く、以下「2021 年中（25.7％）」、「2022 年中

（16.7％）」、「2023 年以降（9.0％）」と続いた。また、

「現状でコロナ前に到達・上回っている」は 8.3％とな

り、「戻ることはない」は 4.1％となった。 

規模別にみると、規模が大きいほど「現状でコロナ

前に到達・上回っている」の割合が高い。一方で、規

模が小さいほど「戻ることはない」や「わからない」

といった悲観的な回答の割合が高かった。 

 

 

 

テレワークや在宅勤務、リモートワークといった、

出社を必要としない就労形態を実施しているか（予定

を含む。）については、「実施した（予定を含む。）」が

16.6％、実施していないが 83.4％となった。実施（予

定を含む。）企業の内訳をみると、12.0％が「コロナウ

イルスをきっかけに実施」と回答した。また、実施し

ていない企業の内訳をみると、72.9％が「実施できる

業務ではない」と回答した。 

業種別では卸売業や不動産業で、地域別では首都圏

や近畿で、それぞれ実施割合が比較的高い。規模別に

みると、規模が大きいほど実施割合が高かった。 

 

 

 

雇用ならびに１人当たり支給額（給与、手当、賞与

等）に関する方針（予定を含む。）について、正規社員

と非正規社員に分けて尋ねたところ、正規社員につい

ては60.0％が、非正規社員については30.8％が「雇用、

支給額とも維持・増加」と回答し、最も多くなった（「該

当者はいない」を除く。）。次に「雇用は維持・増加す

るが、支給額を減らす（正規社員 14.1％、非正規社員

7.3％）が続いており、雇用を維持しようとする姿勢が

強い傾向がみられた。 

業種別にみると、建設業で正規社員の「雇用、支給

額とも維持・増加」の割合が高かった。 

 

 

 
（図表１）新型コロナウイルスからの売上の回復時期 
 

 
 

 

（図表２）出社を必要としない就労形態の実施状況 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

 
（図表３）雇用ならびに１人当たり支給額の方針 
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特別調査【新型コロナウイルスの感染拡大を受けた中小企業の対応について】 
 

売上の回復時期はわからないが３割 

６社に１社でテレワークなど対応 

雇用維持の方針が強い 
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今現在、今後の事業の見直しについて実施・検討して

いることについては、「職場環境（３密防止など）（33.6％）」

が最も高く、以下「勤務時間、勤務方法（28.0％）」、「調

達先・調達方法（多様化・分散など）（18.9％）」が続い

た。また、「実施・検討していない」は 32.4％となった。 

業種別にみると、製造業や卸売業で調達先・調達方法

や生産・販売拠点の見直しの割合が高いなどの特徴がみ

られる。また、規模別にみると、規模が大きいほど何ら

かの取組みを実行している割合が高い。 

 

 

 

 今現在、営業拡大の観点で実施・検討していることに

ついては、「新しい顧客の開拓（35.8％）」が最も高く、

以下「既存顧客に対するサポートの徹底（26.6％）」が続

いた。また、「実施・検討していない」は 29.2％となっ

た。 

 業種別にみると、不動産業で「広告宣伝方法の模索

（ＳＮＳ活用など）」、卸売業や小売業で「販売チャネル

の模索（配達など）」の割合が高いなどの特徴がみられる。

また、規模別にみると、規模が大きいほど何らかの取組

みを実行している割合が高い。 

 

 

 

 

▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼調査員のコメントから（新型コロナウイルス関係）▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼

○コロナによる各種イベントの中止や葬儀の縮小が影響を与

えている。一方、スーパーでの売上げは好調である。 

   （稲庭うどん製造 秋田県） 

○コロナの影響大きく、今後の見通しは立っていない。リモ

ートワークのできる業務ではなく、実施は予定していない。 

  （多極コンセントケース製造 埼玉県） 

○コロナによる往来自粛を受け、売上減少。対策として商品

の保存期間を長くするパッケージの変更や人件費削減、新商

品開発で対応   （菓子、雑貨卸 岡山県） 

〇コロナを受け、夏季賞与を前年比８割削減するなど人件費

削減に取り組んでいる。  （輸送用機械部品製造 神奈川県） 

○コロナにより取引先の飲食店が業況悪化し、受注が大幅に

減少。ネット販売や弁当販売などが好調であり、同部門の拡

大を図る。     （食肉卸 神奈川県） 

〇コロナでどうしようもない状況。「大変ですね」と言われて

も、現状で何が大変かすら分からない。 （飲食店 石川県） 

〇コロナの影響で期限付き金券（株主優待券、新幹線チケッ

ト等）のロスが多く発生した。  （金券類販売 大阪府） 

 

 

 

 

 

（図表４）今後の事業の見直しについての実施・検討状況 

 

 
（備考）最大３つまで複数回答 

 

 

（図表５）営業拡大の観点での実施・検討状況 

 

 
（備考）最大３つまで複数回答 
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32.4％

職場環境（３密防止など）

勤務時間、勤務方法

調達先・調達方法（多様化・分散など）

生産・販売拠点の見直し

事業継続計画（BCP)の整備・見直し

委託先・外注先選定の見直し

事業全体（事業転換など）

事業譲渡・廃業

その他

実施・検討していない

35.8％

26.6％

16.8％

14.5％

13.0％

12.5％

9.3％

5.9％

0.6％

29.2％

新しい顧客の開拓

既存顧客に対するサポートの徹底

営業方法の模索（ｵﾝﾗｲﾝ商談など）

広告宣伝方法の模索（ＳＮＳ活用など）

同業者・外部支援機関等との連携強化

新商品・サービスの開発

販売チャネルの模索（配達など）

生産・販売拠点の拡充

その他

実施・検討していない

            全国中小企業景気動向調査 
 

1）調査時点 2020 年９月１日～７日 
2）調査方法 原則として、全国の信用金庫営業店の調査員による面接聴取りによる感触調査 
3）分析方法 各質問事項で「増加」(上昇)したとする企業が全体に占める構成比と、「減少」(下降)したとする企業の構成比との差 
        (判断 D.I.)を中心にして分析を行った。 
4）本稿の地域区分のうち、関東は茨城、栃木、群馬、新潟、山梨、長野の６県、首都圏は埼玉、千葉、東京、神奈川の１都３県、 

東海は岐阜、静岡、愛知、三重の４県、九州北部は福岡、佐賀、長崎の３県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄の５県である。 
5）対象企業 回答企業のうち従業員 20 人未満の企業が約７割を占めるなど、比較的小規模な企業が主体となっている。 
  本レポートは、標記時点における情報提供を目的としています。したがって、投資等についてはご自身の判断によってください。 
   また、本レポート掲載資料は、当研究所が信頼できると考える各種データに基づき作成していますが、当研究所が正確性および完全性を
保証するものではありません。 

調査の要領 

新規開拓や既存顧客へのサポートを実施 

３密防止や勤務時間など見直し 
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